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介護サービス事業者における事故発生時の報告に関する取扱要領 

 

１．趣旨 

  この要領は、大津市介護保険法に基づく指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成２５年条例第１２号）、大津市介護保険法に基づく介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運

営に関する基準を定める条例（平成２５年条例第１３号）、大津市介護保険法に基づく介護医療院の人員、施設及

び設備並びに運営に関する基準を定める条例（平成３０年条例第１９号）、大津市介護保険法に基づく指定介護療

養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２５年条例第１４号）、大津市介護保険法

に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する等を定める条例（平成２５年条例第１５号）、大

津市介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平成２５年条例第１６号）、大津市介

護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２５

年条例第１７号）、大津市介護保険法に基づく指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条

例（平成２５年条例第１８号）、大津市介護保険法に基づく指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定める条例（平成２７年条例第５３号）、大津市介護保険法に基づく指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例

（平成２７年条例第５４号）の規定に基づき事故が発生した場合における大津市（以下「市」という。）への事故報告

（以下「報告」という。）の手続き等について必要な事項を定めるものとする。 

 

２．報告の範囲 

 （1）介護サービス利用者に対する介護サービス提供により発生した事故のうち心身に医療受診が必要となった事故

（医療機関受診、施設内処置を問わず）、又は、死亡や重症等の入院加療を必要とする事故。 

 （2）利用者の住居、家財、所持品等に損害を及ぼし、損害賠償責任が発生し、又は発生する恐れのある事故。（事

業者の過失の有無は問わない） 

 （3）病気等により死亡した場合であっても死因等に疑義が生じる可能性があるとき又は、家族等とトラブルになる恐

れがあるとき。 

 （4）食中毒又は感染症等で法令により保健所等へ通報が義務付けられている事由の事故。 

 （5）従業員の法令違反、不祥事等。 

 （6）その他特に報告が必要と認められる事故。 

 

３．報告の対象 

  報告は、原則として、事故に関する利用者が市の被保険者である場合、若しくは施設又は事業所が市内に所在

する場合とする。 

 

４．報告の項目 

 （1）事故状況（事故状況の程度、死亡に至った場合は死亡年月日） 

 （2）事業所の概要（法人名、事業所名、事業所番号、サービス種別、所在地） 

 （3）対象者（氏名、年齢、性別、サービス提供開始日、保険者、住所、身体状況） 
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 （4）事故の概要（発生日時、発生場所、事故の種別、発生時状況・事故内容の詳細） 

 （5）事故発生時の対応（発生時の対応、受診方法、受診先、診断名、診断内容、検査・処置等の概要） 

 （6）事故発生後の状況（利用者の状況、家族等への報告、連絡した関係機関、追加対応予定） 

 （7）事故の原因分析（本人要因、職員要因、環境要因の分析） 

 （8）再発防止策（手順変更、環境変更、その他の対応、再発防止策の評価時期および結果等） 

 （9）その他（特記すべき事項） 

 

５．報告の手順 

 （1）事業者は、事故が発生したときは速やかに事故報告書により、市へ報告するものとする。（第１報は、少なくとも

上記項目の１から６までについては可能な限り記載し、事故発生後５日以内を目安に提出するものとする。） 

 （2）報告後に利用者の容態が急変するなど、状況に変化が生じた場合や事故の処理が長期化するようなケースに

あっては、必要に応じて随時追加報告をするものとする。 

 

６．事故対応 

 （1）市は、事業者からの事故報告に基づき、速やかに事故の状況把握等を行うとともに、事業者に対し、事故対応

等につき状況に応じて必要な調整・助言を行うものとする。 

 （2）市は、必要に応じ、事故の内容について滋賀県国民健康保険団体連合会等に報告するものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日より施行する。 


